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要旨： 台湾では現在海運 4 か所，空運 1 か所の計 5 か所の自由貿易港区が
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第１節 自由貿易港区設置の背景  
 
この自由貿易港区の設置は，2002 年 5 月に政府が策定した『挑戰 2008：國家
發展重點計畫（2002－2007）』に謳われたものである（その後，2005 年 1 月に
















ったろうか。まず，海上輸送であるが，2001 年のコンテナ取扱港上位 10 港を
示したものが表 1 である。  
 この表から明らかなように，2001 年の高雄港は香港，シンガポール，釜山に
つづき，第 4 位のコンテナ取扱港であった。しかし，高雄港は 1999 年には香港，




港の 2 倍以上になっている。この差は 1990 年代後半から顕著になっていた 2。
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 たとえば，1997 年のコンテナ取扱量は香港 1456 万 TEU，シンガポール 1414 万 TEU
であった一方で，3 位の高雄港の取扱量は 569 万 TEU でその差は 2.5 倍にも及んでい
た。  




順位 港名 国・地域 取扱量
1 香港 香港 1790
2 シンガポール シンガポール 1552
3 釜山 韓国 807
4 高雄 台湾 754
5 上海 中国 634
6 ロッテルダム オランダ 610
7 ロサンゼルス アメリカ 518
8 深圳 中国 508
9 ハンブルク ドイツ 469
10 ロングビーチ アメリカ 446




































要とする時間を計算し，その平均と出すと，高雄港 53 時間，東京 64 時間，上
海港 68 時間，マニラ港 78 時間，香港 110 時間，シンガポール港 214 時間であ
るとしている。また，空運についても同様の計算を公表している。この対象は，
シドニー，シンガポール，成田，ソウル，マニラ，上海，香港，台湾桃園の 8
空港であり，平均飛行時間は台湾桃園 2 時間 55 分，香港 3 時間 05 分，上海 3
時間 25 分，マニラ 3 時間 30 分，ソウル 4 時間，成田 4 時間 15 分，シンガポー








順位 空港名 国・地域 取扱量
1 メンフィス アメリカ 2631
2 ロサンゼルス アメリカ 2123
3 香港 香港 2100
4 アンカレッジ アメリカ 1691
5 成田 日本 1681
6 マイアミ アメリカ 1640
7 フランクフルト ドイツ 1613
8 シンガポール シンガポール 1530
9 ニューヨーク アメリカ 1500
10 パリ フランス 1479
11 ルイスバリー アメリカ 1469
12 シカゴ アメリカ 1285
13 ロンドン イギリス 1264
14 アムステルダム オランダ 1232
15 仁川 韓国 1197
16 台湾桃園 台湾 1190
17 インディアナポリス アメリカ 1151
18 関西 日本 871
19 バンコク タイ 843
20 ニューアーク アメリカ 800
（出所）Airports Council International[2002]より作成
(単位　万TEU)
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 ただし，この交通部のウェブサイトに書かれているものは 2009 年 12 月に作成され
たものであるため，この自由貿易港区の議論がされた時にはまだ今ほど経済や貿易に
おける中国大陸との交流は進んでいたわけではない。  










勃興し，従来の輸送時間が 5 日間から 3 日間へ短縮し，さらに 2 日にまで短縮
する。このような状況下に商機があり，工場はサプライ・チェーン・マネジメ
ントを統合し，予約から指定された場所への配送が従来の 95％の完成品を 5 日
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第３節 自由貿易港区の現状  
  





上[2007; 192]で作成したものを最新の動きに修正したものである。2007 年 1 月
15 日現在の海運４港に設置された自由貿易港区は 29 社であったのが，65 社に




易港区と空運の 1 自由貿易港区について，検討する。  
 
(1) 海運での自由貿易港区  










設置場所 運用開始年月 面積 入居企業数
基隆港 2004年9月 71ha 11社
台北港 2005年9月 79ha  3社
台中港 2005年10月 536ha 26社
高雄港 2005年1月 397ha 25社































2009 年 2 月に開港した台北港を除いた 3 自由貿易港区ではこのような形で現
在運営されている。そのため，自由貿易港区エリアで企業が活動をしているこ
とが，即自由貿易港区になるということではない。一方，台北港は自由貿易港
区としての運用は 2005 年 9 月であるが，港として正式に供用が始まったのは
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 日系海運会社へのヒアリング（2006 年 9 月 26 日）  
5
 同上（2009 年 9 月 9 日）。  



















 これら 4 港のほかに，2009 年 11 月には新たに蘇澳港が交通部によって自由
貿易港区に指定された。今後グリーンエネルギー産業を中心に発展させること
をうたっている。この原稿の執筆時点で，まだ正式には運用を開始していない
が，おそらく 2010 年には具体的な動きがあるのではないかと考えられる。  
 









BOT は 2003 年に入札が行われ，50 年間にわたりゼネコンなどを経営している
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 遠雄自由貿易港區へのヒアリング（2009 年 9 月 11 日）。  
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